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日本国政府は、インドネシア国政府の要請に基づき、同国のマルチメディア訓練センタ

ー訓練機材計画にかかる基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を

実施いたしました。 

当事業団は、平成 13 年 11 月 4 日より 12 月 3 日まで基本設計調査団を現地に派遣しまし

た。 

調査団は、インドネシア国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現

地調査を実施しました。帰国後の国内作業の後、平成 14 年 2 月 19 日より 2 月 28 日まで実

施された基本設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 
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5 ヶ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、インドネシア国の

現状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組み
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要   約 

 インドネシア国（以下「イ」国）は、人口約 2 億人、15,000 あまりの島々からなる島嶼

国である。民族数約 300、使用言語数約 250 を数える多様な社会的、文化的背景を持つ国家

である。 

「イ」国政府は、多民族、多文化社会である「イ」国の社会・経済的発展において最も

重要なことは、国民間の円滑な意志疎通を図り、民族間の社会的・文化的背景・独自性を

尊重しつつ民族融和を促進し、もって国民の団結を維持することとしている。 

 民族融和・団結の維持を図るうえで「情報の共有」は重要な要素であり、一度に多量の

情報を発信できるテレビやラジオ等のマスメディアは必要不可欠である。特に広大な国土

に多数の国民が分散して住んでいる「イ」国においては有効である。 

多様な国民を一つにまとめ、民主的な社会経済システムの構築を目指す「イ」国政府は、

かかる認識に基づき、マスメディアの健全な発展を国家的な目標の一つとしている。国家

開発計画（PROPENAS 2000-2004）において、情報・通信メディアの環境整備にかかる指針

をまとめ、報道の自由の確保、報道倫理の確立、情報の機会均等などに必要な政策を積極

的に推進している。 

 こうした政策の影響を受け、「イ」国のマスメディアは大きく変わりつつある。従来は公

共放送機関であるインドネシア・テレビ公社（TVRI）やインドネシア・ラジオ公社（RRI）

が「イ」国マスメディアの主流であった。現在では、規制緩和の流れを受けて民間放送局

が多数開局し、マスメディア業界全体が活性化している。 TVRI や RRI が政府からの独自

性、効率的な経営を志向して公社化する一方、民間放送局も大都市を中心にネットワーク

を構築しつつある。 

 更に国民のマスメディアに求める役割も変化し、日進月歩で進化する技術・ノウハウを

駆使し、広く国民に受け入れられる番組を制作することに加え、日々変化する世界の様々

な情報を、早く正確に国民に伝えることも求められている。 

 「イ」国のマスメディア全体が大きく変わりつつある中、メディアの理論や複雑な放送

設備・機材の取扱いに精通した、高い専門性を有する人材を育成することは必要不可欠で

ある。放送機関の現場では、OJT 中心の人材育成システムが主流であり、理論から実践まで

幅広く習得できる環境とは言い難い。放送分野全般の基礎理論から応用技術までを習得で

きる研修機関は、「イ」国内でもマルチメディア訓練センター（Multi Media Training Center: 

MMTC）のみである。 
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 MMTC は、「イ」国の放送業務に従事する人材、なかでも TVRI や RRI 職員の知識・技能

の向上を目的として、1985 年に我が国無償資金協力により建設された。放送分野の研修に

おける中核的役割を担い、これまでに 2,700 名以上が各種研修コースを終了している。最近

では、民間放送局関係者向けコースや高校卒業者向けの一般コースを開設し、放送業界全

体のニーズを取り入れながら業務内容の見直しも行っている。 

しかしながら、MMTC が現在研修に使用している放送機材の中には、耐用年数の大幅な

超過、スペアパーツの不足等の理由により、機材本来の性能を維持できていないものが多

く、なかでも 1985 年の我が国無償資金協力によって調達された機材は、供用開始後 15 年

以上を経て老朽化が著しく、機材本来の性能の回復は困難であるとの指摘もなされた。放

送訓練機材の性能低下は、研修業務にも大きな影響を及ぼしており、「高度な放送知識を有

する人材の育成」という MMTC の目標達成の大きな支障となっている。更に、「イ」国放

送業界において、放送機材のデジタル化が急速に進んでいる現在、MMTC のアナログ式機

材の技術的後進性は否めない。 

次代の「イ」国のマスメディアを担う人材を育成するうえで、唯一の総合研修機関である

MMTC の研修機能を回復することは重要である。しかしながら、現有のアナログ機材のみ

で目的を達成することは不可能であるとの認識に基づき、「イ」国政府は、研修機材の更新

に必要な無償資金協力を我が国に要請した。 

  「イ」国からの要請を受け、日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事

業団は、平成 13 年 11 月 4 日から 12 月 3 日まで基本設計調査団を現地に派遣した。調査団

は、現地にて「イ」国政府・MMTC 関係者と要請内容について協議し、プロジェクトサイ

トの実地調査、関連資料収集等を行った。 

 調査団は、要請内容を踏まえつつ、MMTC の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計

画等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を検討し、基本設計案を作成した。

これを基に同事業団は、平成 14 年 2 月 19 日から 28 日まで基本設計概要説明調査団を「イ」

国に派遣し、基本設計案の説明および協議を行った。最終的に提案された基本設計の概要

は以下のとおり（各一式）。 

・ テレビ主調整室用機材 

・ テレビ撮影用スタジオ用機材 

・ テレビコンティニュイティスタジオ用機材 

・ ビデオ編集室用機材 
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・ テレビ中継車用機材 

・ ラジオ送出室用機材 

・ ラジオコンティニュイティスタジオ用機材 

・ ラジオスタジオ 1 用機材 

・ 保守室用機材 

・ 研修室用機材 

・ 各種据え付け工事 

なお、本プロジェクトの工期は約 15 ヶ月、概算事業費は約 5.91 億円（日本側負担 5.91

億円、「イ」側 59 万円）と見込まれる。 

 本プロジェクト実施により、旧式で老朽化していた MMTC のアナログ機材が、先進のデ

ジタル機材に更新され、MMTC の研修内容が大幅に改善される。その結果、デジタル機材

の理論および取扱いに精通した人材が多数育成され、ひいては「イ」国放送業界全体のレ

ベルが向上する。また、本プロジェクトは、国民に「情報を正確・公平に伝達する」とい

う「イ」国国家計画に資するプロジェクトでもある。 

 維持管理においても、MMTC は過去に調達したアナログ機材の運用・維持管理を丁寧に

実施していることが確認されており技術的問題はない。また、維持管理予算についても確

保される見込みである。 

 プロジェクト効果、先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクトを我が

国無償資金協力にて実施する意義は高い。 
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